
統合新病院における経営強靭化（レジリエンス）の検討

～ 将来にわたり安定的運営を実現していくために ～
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≪議題１≫



経営強靭化に向けた

リスクヘッジ策
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１．方向性の再検討について ～ 経営努力で対応すべき３つの基軸 ～

経営努力による

収支改善策

診療休止を踏まえた

人材確保計画

① 「稼働率」のさらなる向上
② 「診療単価」の向上
③ 「コスト管理」の適正化 等

① 病棟の「段階的オープン」
② 「病床運用」の最適化
③ 「病院機能」の高効率化 等

① 「看護師」の段階的確保
② 「医師」の先行確保
③ 職員の「適正配置」 等

「看護師」の段階的確保

病棟の「段階的オープン」

「稼動率」のさらなる向上
病棟の「段階的オープン」
「看護師」の段階的確保

経営努力で
対応すべき
3つの基軸

「新たな地域医療構想」の方向性
将来の医療ニーズに基づく「統合
新病院の果たすべき役割」

必要とされる
検証と考察

Ⅰ

Ⅱ Ⅲ

検討
項目

統合新病院における
経営強靭化の検討



【令和７年度】
新たな施設基準の取得に取り組み、診療報酬
約１.５億円の増収を確保
経常収支における純損失額を約６.6億円までに
圧縮 ※▲14.4億 → ▲6.6億（＋7.8億）

【令和８年度】
「急性期病院A一般入院料」等の新設の施設基
準の取得に努める
2026年診療報酬改定による影響額について、
R8+3.7億、R9+6.9億の増収上振れと試算
脳神経内科・脳神経外科の拡充により、「脳卒
中」対応を強化し、「診療単価」の向上をめざす

2

「稼働率」

のさらなる向上

稼働率「93％」をめざし、
統合新病院の安定的運営
の実現をめざす

２．経営努力で対応すべき3つの基軸 ① ～ 経営努力による「収支改善策」 ～

2.現病院における収支改善の取組み

新型コロナ
ウィルスの流行

近畿中央病院診療休止

令和8年3月26日特別委員会資料より抜粋

稼働率の推移

過去10年間
の実績

1.稼働率を向上させるために
稼働率は、病院機能を高効率化させ、医療
ニーズへの対応能力を強化することにより、
上昇させることが可能
病院機能は、医師の確保による診療機能の
強化、および救急部門・患者支援部門等の
運用体制の強化、ならびに病床運用の最適
化等により、高効率化を図ることが可能
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２．経営努力で対応すべき3つの基軸 ② ～ 経営強靭化に向けた「リスクヘッジ策」 ～

病棟の
「段階的オープン」

「病床運用」の最適化を図り、
「病院機能」の高効率化を達
成するためには、一定の判断
基準の下、病棟の「段階的
オープン」が求められる

経営強靭化に向けた「リスク
ヘッジ策」として、稼働率93％
の達成が、病棟の「段階的
オープン」の判断基準となる

まとめ

病床数別の稼働率と累積資金不足（2054年）の関係
累積資金不足額

（億円）

稼働率

≪判断基準の検討≫
「稼働率」と「病床数」
に応じた2054年度の
「累積資金不足額」に
ついて、シミュレーション
結果を比較検討

検討ポイント

602床

累積資金不足額の比較において、稼働率「93％」では、より多くの収支が改善し、
稼働病床数「602床」が逆転 （※「90％」と比較し約85億円の改善）

また、稼働率93％の達成をめざし、病床をできるだけ多く開放することは、将来の
「医療ニーズ」への対応としても望ましい方向性

稼動率「93％」が、
「520床」を「602床」
が上回る分岐点



460人

593人
621人 649人

200

250

300

350

400

450

500

550

600

650

700

200

250

300

350

400

450

500

550

600

650

700 病床数
看護師

4

2．病棟の段階的オープンと看護師確保のロードマップ（案）

「看護師」の
段階的確保

1．602床に必要とされる看護師数の試算

看護師の採用数は、教育面
における受入れ可能数に依
存する
離職率の低減と人材教育、
医療安全の確保を重視し、
受け入れ可能数を基準に段
階的に採用する必要がある

２．経営努力で対応すべき3つの基軸 ③ ～ 診療休止を踏まえた「人材確保計画」 ～

（病床数） （看護師数）

まとめ

確保可能な看護師数に応じ
て、病棟を段階的に開放し、
病床運用の最適化(高稼働
率）を目指すべき

開院
当初期

グランド
オープン期

フル
オープン期

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

看護師配置数 448 102 57 42

1．病棟部門 2．救急・集中治療部門 3．手術部門 4．外来部門

合計
649人

（単位：人）

402床

520床

561床
602床

（R8） （R10） （R11～） （R12～）

稼働率93％達成を前提に病棟を段階的に開放

2026年度 2028年度 2029年度～ 2030年度～
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3．必要とされる検証と考察 ① ～ 新たな地域医療構想の方向性 ～

新たな地域医療構想
の方向性

全ての地域・全ての世代の患者が、
適切に医療・介護を受けながら生活
し、必要に応じて入院して、日常生
活に戻ることができ、同時に、医療
従事者も持続可能な働き方を確保
できるよう、新たな地域医療構想に
おける取組を通じて、医療機関の連
携・再編・集約化等を進め、2040 
年を見据えた効率的かつ効果的な
医療提供体制を構築していく必要
がある

「新たな地域医療構想に関するとりまとめ」（R8.３.19）より

2．年齢階級別の救急搬送件数の将来推計

（出典）消防庁データを用いて、救急搬送（2019年度分）の件数を集計し
たものを、2020年1月住民基本台帳人口で把握した都道府県別人口で
除して年齢階級別に利用率を作成し、地域別将来推計人口に適用して
作成。

1．2040年 日本全体の課題（人口構造の変化）

（出典）総務省「国勢調査」「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所
「日本の将来推計人口令和５年推計」

2020年から2040年にかけて、救急搬送

は全体で9.8％増

また、85歳以上の救急搬送は75％増

2025年から2040年にかけて、

日本の人口は全体では、8.5％減少

65歳以上人口は、 34.1％増加

高齢化や生産年齢人口の減少

（厚生労働省「新たな地域医療構想等に関する検討会」資料より）

将来の医療ニーズはどのように変化するのか

12,325 11,283

救急搬送の増加



2040年の構造的課題の克服に
おいて中核的役割を果たす
新たな地域医療構想において
「急性期拠点機能」を担う
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り
）

医療ニーズに基づく
統合新病院の役割

3．必要とされる検証と考察 ② ～ 将来の医療ニーズに基づく「統合新病院の役割」 ～

≪急性期拠点機能とは≫
• 救急医療の提供
• 手術等の医療資源を多く要する

診療の幅広い総合的な提供
• 災害発生時等に24時間緊急対

応し、傷病者等を受入れ
• 新興感染症発生時に必要な医

療提供体制を確保
• 総合的な診療体制を維持するた

めに必要な医師数、病床を確保

（※「新たな地域医療構想等に関する検討会報告書」より）

（出典）2023
年度NDBデータ、
総務省「住民基
本台帳人口」
（2024年）、
国立社会保障・
人口問題研究所
「日本の地域別
将来推計人口
（2023年推
計）」を基に、厚
生労働省医政局
地域医療計画課
において推計。

＜1.2023年から2040年への入院患者数の増減率別＞ 二次医療圏数（人口規模別）（厚生労働省「第116回社会保障審議会医療部会」資料より）

＜2.高齢者に多い手術（入院）＞ と の手術は、現市立伊丹病院において対応強化している術式

（出典）令和5年度NDBオープンデータ（厚生労働省「新たな地域医療構想等に関する検討会」資料より）

ミッション



4．統合新病院における経営強靭化（レジリエンス）の検討 ～ とりまとめ ～
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Ⅲ.新たな地域医療構想にお
いて急性期拠点機能を担う

統合新病院は、新たな地域医療構
想に掲げられる「急性期拠点機
能」を担います
85歳以上の救急搬送が急増する需
要を受け止め、2040年の人口構造
の課題に積極的に対応します
医療従事者の持続可能な働き方を
確保できる医療提供体制を構築し
ます

Ⅱ.看護師の段階的
確保計画の実施

離職率の低減・人材教育を重視し、
医療安全と医療機能の高効率化を図
るための着実なステップとして、看
護師の段階的確保を実施します
人材確保の基本的考え方として、業
務負担軽減・キャリアパス支援・
ワークライフバランスに配慮した人
材育成を推進します

Ⅰ.目標稼働率達成に応じた病
棟の段階的オープン

開院当初の病床数を、看護師確保策
との同期により段階的にオープンと
する計画とし、経営基盤の強靭化を
目指します
「稼働率93%」の達成を前提として、
「602床」の稼動をめざすことによ
り、将来の医療ニーズへの対応と、
安定的運営を実現します

① 統合新病院は、安定的運営を実現させるために、「収支改善策」・「リスクヘッジ策」・「人材確保計画」の三つの施策から、職員の
適正配置に配慮しながら、病床運用の最適化を図り、稼働率のさらなる向上を果たすことで、経営基盤の強靭化を目指すべき

② 統合新病院は、医師の確保による診療機能の強化や救急部門・患者支援部門等の運用体制の強化等により、病院機能の向
上を図り、医療ニーズへの対応力を強化することで、稼働率「93％」の目標を達成し、経営努力による収支改善を実現すべき

③ 看護師確保計画は、医療安全の確保や人材教育を重視し、教育面での受け入れ可能数に基づき採用を進め、確保可能な看
護師数に応じて、稼働率93％の達成を前提に病棟を段階的に開放し、経営強靭化に向けたリスクヘッジ策を講じるべき

④ 統合新病院は、将来の医療ニーズを見据えて、「2040年の構造的課題」の克服において中核的役割を果たし、新たな地域医療
構想において「急性期拠点機能」を担うことで、公立病院としての責務を果たすべき

論
点
の
整
理

今後の方向性


